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研究成果の概要（和文）：本研究は、フランス革命期に採択された公教育組織法が革命戦争による併合地や姉妹
共和国にどのように施行されたかを明らかにしようとするものである。これらの問題については、刊行史料が存
在しないためフランス本国においても未解明であったが、本研究では未刊行の重要な史料群を発見し、それらの
分析から、革命後半期の総裁政府期に成立した公教育組織法が併合地にも施行され、併合地や姉妹共和国の教育
状況が本国に詳細に報告されていたことを解明した。さらに、総裁政府期の共和国と革命戦争をめぐる近年の革
命史の研究動向とも関わる新たな知見を導き出し、フランスの国際シンポジウムで報告し、日本でも国際研究集
会を主催した。

研究成果の概要（英文）：This research aims at delighting the operating process and the diffusion of 
the public instruction law (1795) in the annexed territories and sister republic (republique soeur) 
during the war of the French revolution by analyzing previously unused manuscripts sources of the 
National Archives of France (Archives Nationales, Paris). Through closed examination of these 
historical sources, this research revealed the appropriation of the public instruction law by 
students and their parents and the support by savants in these territories who were influenced by 
the mouvement of the Enlightenment( Lumiere ).

研究分野： 歴史学 ・ 教育史
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１．研究開始当初の背景 

本研究が対象とする革命戦争による「併合

地」への公教育の施行は、フランス革命後期、

総裁政府期（1795～99年）に本格化した。革

命期に、フランスは革命戦争の中で隣接地を

併合し、総裁政府期の「併合地」は、現在の

イタリア方面、スイス方面、ベルギー方面、

オランダ方面、ライン左岸ドイツ方面へと広

がっていた。また、その外周には、フランス

革命の影響を受けた「姉妹共和国」が樹立さ

れていた。 

この時期に、共和三年憲法の採択（1795年）

と、革命後初の公教育法制である「公教育組

織法」（通称ドヌー法）の成立（1795年）を

うけて、「併合地」も含めたフランスのすべ

ての県に対して、総裁政府は極めて精力的に

公教育の整備に取り組んでいた。「公教育組

織法」により設置された「エコール・サント

ラル」を始めとする教育施設は「併合地」に

も設置され、内務大臣によるすべての教師・

学校を対象とした「公教育実態調査」は「併

合地」に対しても行われていた。また、「併

合地」からも、公教育についての様々な請願

が総裁政府へと送られていた。しかし、総裁

政府期の「併合地」における公教育の実態に

ついては、フランスにおいても、またドイツ、

ベルギー、スイス、イタリアなどの当時「併

合地」や「姉妹共和国」であった地域におい

ても、ほとんど研究が行われないまま今日に

いたっている。 

 その最大の原因は、総裁政府期の公教育に

ついての刊行史料が存在しない点にあった。

これまで革命期公教育史研究の主要史料と

されてきたギョーム編史料集は、革命の前半

期、すなわち、立法議会期（1791～92年）と

国民公会期（1792～95年）の公教育委員会関

係史料を集めたものであったため、革命後半

期の総裁政府期の公教育については、この史

料集によっては知ることができなかったの

である。刊行史料の存在する革命前半期につ

いてのみ研究が行われてきたことは、革命後

半期の公教育研究の空白を生んだばかりで

なく、前半期の公教育をめぐる論争に焦点を

あてた｢思想｣研究に重点が置かれることと

なり、革命期の公教育史全体についても、「理

論」面については、近代公教育の理念を構築

したとして高く評価されてきたものの、「実

態」面については、なにも残さず、むしろ教

育の断絶・混乱を生んだという否定的な評価

が行われる傾向にあった。また、史料上の問

題は、総裁政府期の革命戦争による「併合地」

に対する公教育の施行状況についての研究

の空白ももたらしていたため、革命前半期の

公教育論議おける公教育の理念が、「併合地」

の教育にどのように適用されたのかという

重要な問題も扱われることがなかった。 

しかし、フランス国立公文書館の未整理の

手稿史料の調査を続けるなかで、公教育の組

織作業が本格化し、体系的な公教育の活動が

開始されたのは総裁政府期であり、公教育は

｢併合地」へも施行されていたことを裏付け

る史料群の発見にいたった。これらの史料や

当時の「併合地」側の史料も用いることで、

革命戦争下のヨーロッパの状況もふまえな

がら、総裁政府期の「併合地」における「公

教育組織法」の施行状況を解明できると考え

られる。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、フランス革命期に、革命戦争に

よりフランス領となった「併合地」における

「公教育組織法」の施行状況と、その外周に

樹立された「姉妹共和国」への「公教育組織

法」の影響を、フランス側の一次史料のみな

らず、当該地域の一次史料を用いて解明し、

革命期公教育政策のもっていた啓蒙期コス

モポリタニズムの継承という側面、１９世紀

ナショナリズムの先駆という側面、またその

いずれでもない革命期固有の特徴を検証し、

従来、理論面のみの研究にとどまっていた革



命期の公教育について、「併合地」も視野に

入れて、理論と実態の両面から全容を明らか

にしようとするものである。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、当該地域での史料調査・収集、

国際シンポジウムでの報告（2 回）という二

つの軸に沿ってすすめる。 

史料面についてみれば、これまで理論面の

みの研究にとどまりがちであったフランス

革命の伝播と受容という問題について、フラ

ンス革命期の革命戦争による併合地や姉妹

共和国も視野に入れて、教育をめぐる法や諸

制度の施行状況と、地域の人々によるその受

容を明らかにしていくためには、フランス側

の史料の調査・収集だけではなく、併合地や

姉妹共和国側からみた法や諸制度の施行状

況の実態を、当該地域の一次史料を用いて解

明していくことが不可欠の作業である。した

がって、フランス側の史料の調査・収集・分

析をすすめるとともに、当該地域に残されて

いる史料の調査・収集をすすめる。併合地や

姉妹共和国については、フランス革命期に設

けられていた行政区分と現在の国境がかな

り異なる地域もあるため、当該地域の国立公

文書館だけではなく、地方（県や市町村のレ

ベル）の文書館等での史料調査・収集も行う。 

これらの成果を、国際的な議論の俎上に乗

せるため、まず、2014 年 9月にフランスで行

われるフランス革命225周年記念国際シンポ

ジウムで報告する。そこでの討議をふまえて

国際的な共同研究をすすめ、2015 年 7 月に

は、同シンポジウムの主催者であるフランス

国立フランス革命史研究所所長セルナ教授

（パリ第一大学）を日本に招聘し、本研究の

代表者が主催するシンポジウムを開催する。 

これらを通して、公教育からみたフランス

革命の伝播と受容について分析と検討をす

すめ、本研究の成果をさらに深化させる。 

 

４．研究成果 

本研究は、フランス革命の有した国外への

勢力拡張という特徴に、教育・文化の側面か

ら新たな光を投じ、「併合地」や「姉妹共和

国」におけるフランス革命の伝播と受容につ

いて、公教育制度という視点から明らかにす

ることをめざした。 

総裁政府期における「併合地」の公教育関

係の史料については、フランス人研究者たち

によっても存在を疑問視されてきたのだが、

フランス国立公文書館の手稿文書のなかに、

「併合地」における公教育関係の史料のみな

らず、「姉妹共和国」における教育の状況を

伝える史料もが存在することを発見した。ま

た、フランス側の史料のみではなく、当時の

併合地にあたる地域での史料調査を行い、貴

重な成果を得ることができた。 

これらを総合的に分析することで、当時施

行された法が併合地の人々にどのように受

容されていたか、またフランス側から派遣さ

れた人々と併合地の人々との間にいかなる

関係が生じているかを、教育・文化の側面か

ら解明した。また、フランスにより施行され

た公教育制度が、革命戦争下の併合地におい

て、啓蒙思想の遺産を背景に受容された側面

があることも明らかにした。 

これらは、先行研究が法令の分析のみから

導いてきた革命戦争下の公教育組織法の施

行・受容の全体像を大きく修正する発見であ

るばかりでなく、総裁政府期のフランス共和

国と革命戦争をめぐる近年のフランス革命

史の研究動向とも関わる新たな知見を提示

するものであるので、成果を博士論文として

まとめ、東京大学より学位を授与された。 

本研究による成果の発信については、国内

学会・研究会で報告するとともに、国際学会

においても報告を行った。国際学会では、フ

ランス国立フランス革命史研究所（ソルボン

ヌ）とフランス革命博物館（ヴィジル）の主

催で、フランス革命から 225 周年にあたる



2014 年に行われた「フランス革命史研究国際

シンポジウム」（フランス・ヴィジル）で報

告することができた。この国際シンポジウム

には、フランス、イタリア、オランダの研究

者をはじめヨーロッパ諸地域から研究者が

参加しており、本研究の仏語報告も、国際的

な革命史研究への貢献として評価していた

だくことができた。 

  また、2014 年のフランスでのフランス革命

をめぐる国際シンポジウムでの報告をふま

え、同シンポジウムの主催者であるセルナ教

授（パリ第一大学・フランス国立フランス革

命史研究所所長）を、2015 年に日本に招聘し、

本研究代表者の大学でのシンポジウムを開

催した。この研究集会では、植民地と併合地

の比較や、総裁政府期を革命史にどのように

位置づけるか、さらには、アンシャン・レジ

ームを視野にいれたより長い時間枠で革命

期の教育政策を捉えるための視点などの豊

かな成果が得られたので、国際発信する形で

刊行する準備をすすめた。 

フランス本国やヨーロッパの近年の研究

においても、併合地におけるフランス革命の

伝播と受容の問題は注目されており、本研究

の成果をさらに深化させ、学界での議論に重

要な新しい視座を提起したいと考えている。 
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